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  （百万円未満切捨て）
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 8,758 △7.7 △337 － △326 － △293 － 
29年３月期 9,490 △2.7 128 29.3 110 32.0 60 15.9 

 
（注）包括利益 30年３月期 △349 百万円 （－％）   29年３月期 89 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
30年３月期 △16.07 － △13.7 △4.3 △3.9 
29年３月期 3.33 － 2.6 1.5 1.4 

 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 8,213 1,908 23.2 104.40 
29年３月期 7,017 2,369 33.7 129.60 

 
（参考）自己資本 30年３月期 1,904 百万円   29年３月期 2,365 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 611 △77 765 1,707 
29年３月期 758 △104 △789 407 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当

率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 3.00 － 3.00 6.00 109 180.2 4.6 
30年３月期 － 3.00 － 0.00 3.00 54 － 2.6 
31年３月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00   －  
 
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 3,500 △4.1 △190 － △210 － △220 － △12.06 

通期 9,000 2.8 140 － 100 － 80 － 4.38 
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※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有 

新規  1社  （社名）三省水工株式会社、除外  －社  （社名） 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 18,622,544 株 29年３月期 18,622,544 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 376,857 株 29年３月期 369,361 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 18,248,836 株 29年３月期 18,254,776 株 
 
※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての
注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善が続くなか、景気は緩やかな回復傾向に推移

いたしましたが、世界各国での地政学的リスク要因が変動し、経済全体の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

建設事業関連においても、公共投資は底堅く推移したものの、建設業界における労務単価、建設資材価格等の動

向にも注視が必要な経営環境が生じました。また、当社グループの属する型枠貸与事業および資材・製品販売事業

は東日本大震災の被災３県の復興事業の需要が減少に転じ、更にその他の地域においても事業全体の需要が減少し

て推移しました。

このような情勢のもと、当社グループは、当連結会計年度に２社を傘下に加えグループの活性化、効率化に努

め、激しい受注競争、価格競争の中で受注活動を進めましたが、売上高、利益共に事業計画値に大きく届かない結

果となりました。

型枠貸与事業の売上高は1,449百万円（前期比2.4％増）、資材・製品販売事業の売上高は7,309百万円（前期比

9.5％減）となりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は8,758百万円（前期比7.7％減）となりました。

利益面では、固定費の負担を補うことができず、型枠貸与事業の営業損失は158百万円（前期は営業利益60百万

円）、資材・製品販売事業の営業損失は179百万円（前期は営業利益67百万円）となりました。この結果、当連結

会計年度の営業損失は337百万円（前期は営業利益128百万円）、経常損失326百万円（前期は経常利益110百万

円）、親会社株主に帰属する当期純損失は293百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益60百万円）となり

ました。

 

全体の状況

（単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 前期比(%)

売上高 型枠貸与事業 1,415 1,449 2.4

  資材・製品販売事業 8,074 7,309 △9.5

  計 9,490 8,758 △7.7

営業利益 型枠貸与事業 60 △158 －

  資材・製品販売事業 67 △179 －

  計 128 △337 －

経常利益 110 △326 －

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失(△)
60 △293 －

1株当たり当期純利益又は1株当たり当

期純損失(△)
3.33 △16.07 －

 

 

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における総資産は8,213百万円となり、前連結会計年度末比1,196百万円の増加となりました。

その主な要因は、現金及び預金の増加1,299百万円、受取手形及び売掛金の減少190百万円等によるものでありま

す。

また、負債は6,304百万円となり、前連結会計年度末比1,656百万円の増加となりました。

その主な要因は、借入金の増加1,446百万円、退職給付に係る負債の増加128百万円および未払金の増加75百万円

等によるものであります。 

また、純資産は1,908百万円となり、前連結会計年度末比460百万円の減少となりました。その主な要因は、親会

社株主に帰属する当期純損失の計上等による利益剰余金の減少402百万円によるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前連結会計年度末に比べ、1,299百万円

増加し、1,707百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は611百万円(前期は758百万円の収入）でした。主に減価償却費387百万円、売上

債権の減少763百万円およびたな卸資産の減少395百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は77百万円(前期は104百万円の支出）でした。主に鋼製型枠等有形固定資産の取

得による支出117百万円、投資有価証券の取得による支出235百万円および投資有価証券の売却による収入231百万

円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は765百万円(前期は789百万円の支出）でした。主に長・短期借入れによる収入

1,082百万円(純額)およびリース債務の返済による支出206百万円、配当金の支払額109百万円によるものでありま

す。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率 （％） 35.0 37.4 29.3 33.7 23.2

時価ベースの自己資本比

率 （％）
52.8 53.2 35.2 45.0 32.9

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（％）
114.0 5,074.4 － 169.7 426.7 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ （倍）
38.4 1.5 － 33.6 29.0 

自己資本比率 ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

（注５）平成28年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオにつきまし

ては、営業キャッシュ・フローがマイナスとなっておりますので記載しておりません。

 

（４）今後の見通し 

東日本大震災の復興事業がピークから下降傾向へ向かう厳しい事業環境を考慮し、当社グループの基本姿勢であ

る提案営業を、港湾、漁港、海岸、河川、砂防分野において波浪、地震、火山、豪雨、土砂災害等に対する国の防

災・減災対策事業への取り組みを強化し、利益率の高い型枠貸与事業において市場占有率を維持向上し、グループ

全体で固定費の効率的運用に努め、経費の削減、販売費及び一般管理費の減少を図り利益の出る企業体質へ変換を

進めます。 

平成31年度３月期における型枠貸与事業の売上高は1,600百万円（前期比10.4％増）、資材・製品販売事業の売

上高7,400百万円（前期比1.2％増）、全売上高で9,000百万円（前期比2.8％増）を予想しております。これによ

り、営業利益140百万円、経常利益100百万円、親会社株主に帰属する当期純利益80百万円を予想しております。 

当期末の配当につきましては、業績並びに厳しい経営環境に鑑み、誠に遺憾ながら無配とさせていただいており

ます。 

また、次期の配当につきましても、現時点においては見送りとさせていただく予定であります。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮し、適切に対応していく方針であります。 
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 407,707 1,707,545 

受取手形及び売掛金 3,478,687 3,287,946 

電子記録債権 198,945 333,774 

商品及び製品 1,753,620 1,519,601 

原材料及び貯蔵品 6,958 18,395 

繰延税金資産 6,700 － 

その他 172,525 177,366 

貸倒引当金 △9,945 △10,195 

流動資産合計 6,015,200 7,034,434 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 35,253 181,819 

減価償却累計額 △26,950 △131,138 

建物及び構築物（純額） 8,303 50,680 

鋼製型枠 3,584,779 7,948,312 

減価償却累計額 △3,438,167 △7,785,956 

鋼製型枠（純額） 146,611 162,356 

機械装置及び運搬具 40,989 84,648 

減価償却累計額 △32,564 △68,889 

機械装置及び運搬具（純額） 8,424 15,758 

土地 1,073 80,650 

リース資産 554,677 356,742 

減価償却累計額 △226,677 △148,575 

リース資産（純額） 328,000 208,167 

建設仮勘定 9,100 － 

その他 25,270 59,973 

減価償却累計額 △23,505 △57,696 

その他（純額） 1,764 2,276 

有形固定資産合計 503,277 519,890 

無形固定資産 17,071 18,137 

投資その他の資産    

投資有価証券 295,916 375,697 

長期貸付金 76,500 － 

その他 335,194 442,666 

貸倒引当金 △225,704 △177,364 

投資その他の資産合計 481,905 640,999 

固定資産合計 1,002,254 1,179,027 

資産合計 7,017,455 8,213,461 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,979,521 3,024,116 

短期借入金 610,000 1,290,000 

1年内返済予定の長期借入金 124,692 300,856 

未払金 100,968 176,515 

リース債務 195,686 123,865 

未払法人税等 47,379 2,053 

その他 145,801 274,678 

流動負債合計 4,204,048 5,192,085 

固定負債    

長期借入金 211,109 801,507 

リース債務 146,212 92,414 

繰延税金負債 3,050 － 

退職給付に係る負債 53,530 182,200 

その他 30,311 36,744 

固定負債合計 444,215 1,112,866 

負債合計 4,648,263 6,304,951 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,004,427 1,004,427 

資本剰余金 541,702 541,702 

利益剰余金 832,662 429,960 

自己株式 △63,479 △64,694 

株主資本合計 2,315,313 1,911,396 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 50,279 △6,506 

その他の包括利益累計額合計 50,279 △6,506 

非支配株主持分 3,598 3,620 

純資産合計 2,369,191 1,908,509 

負債純資産合計 7,017,455 8,213,461 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 9,490,180 8,758,816 

売上原価 7,925,378 7,398,594 

売上総利益 1,564,802 1,360,222 

販売費及び一般管理費 1,436,356 1,697,545 

営業利益又は営業損失（△） 128,445 △337,323 

営業外収益    

受取利息 1,936 97 

受取配当金 9,190 10,457 

たな卸資産処分益 1,866 41,741 

受取保険料 3,000 － 

為替差益 － 74 

雑収入 207 649 

その他 1,245 3,951 

営業外収益合計 17,445 56,971 

営業外費用    

支払利息 22,647 20,957 

支払手数料 5,179 21,595 

手形売却損 4,877 2,175 

為替差損 3 － 

その他 3,000 1,003 

営業外費用合計 35,708 45,732 

経常利益又は経常損失（△） 110,183 △326,084 

特別利益    

固定資産売却益 － 33 

投資有価証券売却益 － 88,072 

負ののれん発生益 － 160,951 

特別利益合計 － 249,057 

特別損失    

投資有価証券売却損 － 72 

事業整理損 － 194,647 

特別損失合計 － 194,719 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
110,183 △271,747 

法人税、住民税及び事業税 52,104 14,733 

法人税等調整額 △3,000 6,700 

法人税等合計 49,104 21,433 

当期純利益又は当期純損失（△） 61,079 △293,180 

非支配株主に帰属する当期純利益 336 21 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
60,742 △293,202 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 61,079 △293,180 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 28,579 △56,785 

その他の包括利益合計 28,579 △56,785 

包括利益 89,659 △349,966 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 89,322 △349,988 

非支配株主に係る包括利益 336 21 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,004,427 541,702 881,455 △62,797 2,364,788 

当期変動額           

剰余金の配当     △109,535   △109,535 

親会社株主に帰属する当期
純利益     60,742   60,742 

自己株式の取得       △681 △681 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △48,793 △681 △49,474 

当期末残高 1,004,427 541,702 832,662 △63,479 2,315,313 

 

         

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 21,699 21,699 3,261 2,389,749 

当期変動額         

剰余金の配当       △109,535 

親会社株主に帰属する当期
純利益       60,742 

自己株式の取得       △681 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 28,579 28,579 336 28,916 

当期変動額合計 28,579 28,579 336 △20,558 

当期末残高 50,279 50,279 3,598 2,369,191 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,004,427 541,702 832,662 △63,479 2,315,313 

当期変動額           

剰余金の配当     △109,498   △109,498 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）     △293,202   △293,202 

自己株式の取得       △1,215 △1,215 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △402,701 △1,215 △403,917 

当期末残高 1,004,427 541,702 429,960 △64,694 1,911,396 

 

         

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 50,279 50,279 3,598 2,369,191 

当期変動額         

剰余金の配当       △109,498 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）       △293,202 

自己株式の取得       △1,215 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△56,785 △56,785 21 △56,764 

当期変動額合計 △56,785 △56,785 21 △460,681 

当期末残高 △6,506 △6,506 3,620 1,908,509 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
110,183 △271,747 

減価償却費 365,512 387,365 

負ののれん発生益 － △160,951 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,884 △75,692 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,872 △7,527 

受取利息及び受取配当金 △11,126 △10,555 

支払利息 22,647 20,957 

固定資産売却損益（△は益） － △33 

投資有価証券売却損益（△は益） － △87,999 

為替差損益（△は益） 1 △68 

売上債権の増減額（△は増加） 692,203 763,065 

たな卸資産の増減額（△は増加） 190,447 395,726 

仕入債務の増減額（△は減少） △599,521 △329,454 

未払消費税等の増減額（△は減少） 81,017 △53,720 

その他 △49,600 123,797 

小計 791,778 693,163 

利息及び配当金の受取額 9,981 11,677 

利息の支払額 △22,574 △21,084 

法人税等の支払額 △20,186 △72,383 

営業活動によるキャッシュ・フロー 758,999 611,372 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 － 10,000 

有形固定資産の取得による支出 △102,916 △117,459 

投資有価証券の取得による支出 － △235,976 

投資有価証券の売却による収入 － 231,746 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
－ 59,041 

吸収分割による支出 － △23,627 

その他 △1,300 △1,247 

投資活動によるキャッシュ・フロー △104,216 △77,523 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 3,398,000 6,950,000 

短期借入金の返済による支出 △3,688,000 △6,270,000 

長期借入れによる収入 375,000 700,000 

長期借入金の返済による支出 △485,407 △297,193 

自己株式の取得による支出 △681 △1,215 

リース債務の返済による支出 △277,222 △206,640 

配当金の支払額 △111,294 △109,043 

財務活動によるキャッシュ・フロー △789,605 765,907 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 81 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,820 1,299,838 

現金及び現金同等物の期首残高 542,528 407,707 

現金及び現金同等物の期末残高 407,707 1,707,545 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（期中における重要な子会社の異動）

当連結会計年度において、三省水工株式会社の発行済株式の全部を取得したことに伴い、連結の範囲に含め

ております。なお、三省水工株式会社は当社の特定子会社に該当しております。 

また、特定子会社の異動には該当しておりませんが、当連結会計年度において、ＮＫ関西工建株式会社の

100%出資の設立を行い、連結の範囲に含めております。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

 当社の事業区分は、製品およびサービスの販売方法の類似性から「型枠貸与事業」と「資材・製品

販売事業」の２区分であります。これは、当社グループにおける事業の実態をより適切に反映し、セ

グメント情報の有効性を高めるものであります。「型枠貸与事業」は、主に消波根固ブロックの製造

用鋼製型枠の貸与であります。「資材・製品販売事業」は、工場で製造した護岸ブロック等のコンク

リート二次製品、連結した自然石製品、吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木シート製品等の販売であ

ります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会

計方針に準拠した方法であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

      （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
  型枠貸与事業 

資材・製品販売 
事業 

売上高      

外部顧客への売上高 1,415,604 8,074,576 9,490,180 

セグメント間の内部売上高又は振 
替高 

－ － － 

計 1,415,604 8,074,576 9,490,180 

セグメント利益 60,466 67,979 128,445 

セグメント資産 901,238 5,346,853 6,248,092 

その他の項目      

減価償却費 206,844 152,950 359,795 

有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

79,863 107,521 187,385 

 
 

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

      （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
  型枠貸与事業 

資材・製品販売 
事業 

売上高      

外部顧客への売上高 1,449,233 7,309,583 8,758,816 

セグメント間の内部売上高又は振 
替高 

－ － － 

計 1,449,233 7,309,583 8,758,816 

セグメント損失（△） △158,066 △179,257 △337,323 

セグメント資産 1,029,831 4,941,071 5,970,902 

その他の項目      

減価償却費 300,986 81,532 382,519 

有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

118,346 26,166 144,512 
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額および当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（差異調整に関する事項）

利益又は損失

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 

 
当連結会計年度

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

 

報告セグメント計  （千円） 128,445 △337,323

セグメント間取引消去（千円） － －

連結財務諸表の営業利益又は営業損失

(△）（千円）
128,445 △337,323

 

資産

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 

 
当連結会計年度

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

 

報告セグメント計     （千円） 6,248,092 5,970,902

全社資産     （千円）(注) 769,362 2,242,558

連結財務諸表の資産の合計 （千円） 7,017,455 8,213,461

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投

資有価証券)および管理部門に係る資産等であります。

減価償却費

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 

 
当連結会計年度

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

 

報告セグメント計 （千円） 359,795 382,519

全社減価償却費  （千円） (注) 5,717 4,846 

連結財務諸表の減価償却費の合計

         （千円）
365,512 387,365

(注) 全社減価償却費は、主に報告セグメントに帰属しない建物及び構築物等の減価償却費でありま

す。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

 

 
当連結会計年度

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

 

報告セグメント計   （千円） 187,385 144,512

全社有形固定資産及び無形固定資産の増

加額         （千円） (注)
1,117 29,380

連結財務諸表の有形固定資産及び無形固

定資産の増加額の合計 （千円）
188,502 173,893

(注) 全社有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、主に報告セグメントに帰属しない土地、建物及

び構築物等の増加額であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品およびサービスごとの情報

  型枠貸与事業（千円） 資材・製品販売事業（千円） 合計（千円）

外部顧客への売上高 1,415,604 8,074,576 9,490,180

 
２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

記載はありません。

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

１．製品およびサービスごとの情報

  型枠貸与事業（千円） 資材・製品販売事業（千円） 合計（千円）

外部顧客への売上高 1,449,233 7,309,583 8,758,816

 
２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

記載はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

 該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

 該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

 当連結会計年度において、三省水工株式会社を子会社化したことに伴い、負ののれん発生益160,951千円
を特別利益に計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント利益には含めてお
りません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 129.60円 104.40円

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり当期純損失金額（△）
3.33円 △16.07円

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた 

め記載しておりません。また、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい 

ては、１株当たり当期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

   ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

金額又は親会社株主に帰属する当

期純損失金額(△)（千円）

60,742 △293,202

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益金額又は普通株式

に係る親会社株主に帰属する当期

純損失金額(△)（千円）

60,742 △293,202

期中平均株式数（株） 18,254,776 18,248,836

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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４．その他

役員の異動 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

新任取締役候補 

常務取締役  植田 剛史（現 顧問） 

 

退任予定取締役 

取 締 役  大内 久夫 

 

新任監査役候補 

監査役(常勤) 北  喜治 

 

退任予定監査役 

監査役(常勤) 佐藤 弘志 

 

③ 就任および退任予定日 

平成30年６月27日 
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